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かかる計算を経て，不働費発生の理由を，見積り差異(見積りの誤り 補助材料のi良費







3) R. L. Brummet.品id.，pp. 33-34. 染在恭次郎訳「間接費計算J51頁。
4) との現実的操業度計算法の具体閣につu、Cは， C.H. Sr.;hl叫 t"，r，Advan，;ed Gast Ac.count柑 g.
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呼ぶのに反対して，つぎのように述べている。正常操業度計算は r生産物原価と操業
度差損 (aclivity variation losses) とを混同するので，良き経営管理のための解答を
あたえないばかりか，その結果は無訴で，有害でさえある。またそれは，生産政策・販
売政策によいま礎をあたえなL伸。」そして，彼は，このような正常操業度計算の欠陥壱



















間司 利(2)益 1差2)ー(異1) 
A 780 777 3 
B 974 994 +20 
C 779.5 762.5 -17 
現業実度計的操算
















6) c. F. Schla.tter， op. cit.， p. 79 
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S) R. L. Brurnmet， op. cit.. p. 79 
不帥費計算ー理論の史的考察 (2) (491) 59 
らわれ方の違いを示せば，下の表のようになる。
この設例では，正常操莱度計算のB期には 84.0日3円の超過配賦晶官室費が発生し， 利








I M~ 期 1M: 期 C 期期末曜と期首 1期末|君主と 期首|期末|君主と


































(注)全国産業復興法の制定に先立って 1931年に ゼネラルエレクトリッグの社長スウォ プ
および聞社の理事長オ ェソ ヤソグなどは，ヲ ドについてのz具体的な案を出し，統制経済の
必要を主張していた。この法樟が制定される(1933年 6月16日〉や否や， 1933年8月4日には，
電機製造業者のヨ ド〈規IめができあがってL、た。それに続いも畝畑J ード (8月 19日)，




















9) 野村合名会社調査部「ユューディールの構成J218買参照 L. Corey. The Decline ザ
Amefican Catitalism. 1934-. pp. 392-394 


























チャーチ， λ ヨー ヴェノレb'，歴史的，::どのようにこの問題壱取り扱ってきたかをみてお
こう。在お，ととでは，間接費配賦計算と不働費処理の仕方についての見解の要旨喜子摘
出するにとどめる。
10) 野村合名会社調査部，前掲書， 318-319買. 329-355頁 東京商工会議所調査部編「アメリカ
の新経開政措と金融杭制J10-11頁. L. Corey， ot吋， p. 392; A. R. Burns， Tko Dl!Jcl叩 g
ザ Competitic札 1934，p. 89 
11) A. R. Hurns，包birl.，pp. 267-268 
12) J. J. Neuner， Cost Acc剛山吋 P1'incitlesand Pract附， Vol. 2. 1938， p. 521 f 
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[チャーチの見解〕





(2) r製造原価と勘定J (1917年，第1版 便宜上「第 2論文」とよぶ。〕間接
費配賦計算上， 基本的に現実的操業度を踏襲しているが， 補助機械については“ ful1













から控除され， 利益の過小表示壱もたらすのである。 しかし， この原価説はたしかに
「廻り〈どL、」損益説への接近である。
そして主た，チャーチ自身は. r浪費製造能力原価が補充車法によってオーダーに配
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至る o その際，不働機械は生産に貢献しなL、から，不働党は原価で品;いとし1 論理は，

































(付記 95巻4号64頁下段註 3)の分数式中分母 10，000は100，000，および 73頁干から 13行目
卸棚は棚卸と訂正。J
